
　水質汚濁防止法は工場及び事業場から公共用水域に排出される
水の排出及び地下に浸透する水の浸透の規制等により、公共用水
域及び地下水の水質汚濁の防止を図ることを目的にしています。し
かし、昨今の調査によって、工場及び事業場からのトリクロロエチレ
ン等の有害物質の漏洩による地下水汚染が毎年継続的に確認され
ています。これらは、事業場等における生産設備・貯蔵設備等の老朽
化などによる漏洩が原因の大半を占めています。また、地下水汚染
は、地下における水の移動経路が複雑であるため、原因者の特定が
難しく、自然の浄化作用による水質の改善が困難であることから、地
下水汚染の未然防止のための実効ある取り組みの推進が求められ
ています。
　有害物質による地下水汚染を未然に防止するため、平成24年6月
に本法は改正されました。この改正により、有害物質を使用・貯蔵等
する施設の設置者に対し、地下浸透防止のための構造、設備及び使
用の方法に関する基準の遵守義務、定期点検及び結果の記録・保存
を義務付ける規定等が新たに設けられました。
　有害物質使用特定施設又は有害物質貯蔵指定施設の設置者は、
施設の床面及び周囲、施設に付帯する配管等、施
設に付帯する排水溝等、地下貯蔵施設について
定められている構造、設備及び使用の方法に対す
る基準を満たす必要があります。法施行時点の既
存施設については、3年間は構造基準の適用が猶
予されていましたが、適用猶予期限は既に終了し
ていることから、平成27年6月1日以降に基準に
適合していないものには法令違反であり、行政処
分される場合があります。

水質汚濁防止法の改正と京都府の取り組み
丸山勝之 氏
京都府環境部環境管理課水質担当 主査

　フロン類はオゾン層破壊や地球温暖化の原因となることから、
大気中への排出を抑制することが必要であり、フロン回収・破壊
法が制定され、業務用冷凍空調機器の廃棄の際に冷媒として使
用されるフロン類の回収等が義務付けられていました。しかし、冷
凍空調機器の設備不良や経年劣化などにより、フロン類等の機
器使用時の漏洩量が増加しています。また、高い温室効果を持つ
フロン類の排出量が急増していることから排出削減が喫緊の課
題となっています。
　このような状況を改善していくため、平成27年4月にフロン回
収・破壊法が改正されました。今回の改正では、フロン類の回収・破
壊にとどまらず、フロン類のライフサイクル全般にわたる排出抑制
を図ることとしており、業務用冷凍空調機器使用事業者も定期点
検や算出漏洩量報告義務の対象となりました。具体的には機器の
管理者は全ての機器を対象とする「簡易点検」と一定規模以上の
機器について専門知識を有する者が行う「定期点検」の2種類の点
検を行う必要があります。業務用冷凍空調機器の所有者が簡易点
検を実施するにあたっては、目視による外観点検を少なくとも3箇

月に1回実施することになります。大型機
器に関しては冷媒フロン取扱い技術者等
の有資格者による定期点検を1年に1回
以上実施する必要があります。また、平成
28年8月までに管理者には算定漏洩量
の報告が求められており、事業者の合計
として、1000トン以上の漏洩があったと
きには事業所所管大臣への報告が義務
付けられることとなりました。

改正フロン法による事業者の役割と責務
藤井由貴 氏
京都府環境部環境管理課大気担当 技師
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お問い合わせ先

京都府中小企業技術センター 基盤技術課 化学・環境担当　TEL：075-315-8633  FAX：075-315-9497  E-mail：kiban@mtc.pref.kyoto.lg.jp

「環境関連法規の最新動向と対策～水質汚濁防止法と改正フロン法～」
環境関連法規の遵守が企業に求められる中、近年は水質汚濁防止法などの法改正の動きが大きく、最新の情報を入手し対応する
ことが重要となってきています。「水質汚濁防止法」と「フロン回収・破壊法」の改正に向けた最新動向や社内での管理方法につい
てセミナーを開催しましたので、その概要を紹介します。

環境セミナー報告

◆日　時：平成２８年１月２５日（月）１３：３０～１６：３０　　◆会　場：京都府産業支援センター５階　研修室
◆内　容：（1）RoHS指令・REACH規制の要点と対策

（2）CEマーキングの技術文書作成のポイント
（3）化学物質に関するリスクアセスメントの実施義務化について

◆講　師：一般社団法人東京環境経営研究所 理事長　松浦徹也 氏

次回環境セミナー開催予定
平成２７年度 第２回環境セミナー「化学物質管理入門 ～化学物質規制の最新動向と対応策～」

※詳細については当センターホームページや
　メールマガジンでお知らせします。

相談事例紹介

材料・機能評価担当では、材料加工、材料（新素材、金属、プラスチックなど）に関する機能評価（材料の強度・硬さ・耐久
性、元素組成、形状状態、内部欠陥等）や環境試験（耐候性試験）の技術相談、依頼試験・機器貸付及び研究等の支援
を行っています。今回は、平成26年度に新規導入されました耐候性評価システムを活用した相談事例を紹介します。

耐候性評価システムを活用した相談事例の紹介

 これまでに寄せられたご相談
●屋内使用の樹脂性インテリアの耐候性について調べたい。
●モバイル用の表示用セルに使用しているフィルムの紫外線劣化を確認したい。
また、ガラス板による紫外線劣化の低減効果についても知りたい。

●屋外使用の強化プラスチック材の耐候性を短時間、低コストで調べたい。
●顔料の耐候性を調べたい。どのような試料形態にすればよいか。また、試料形態変
化によるメリット・デメリットを知りたい。

●色紙（印刷物）、塗料を紫外線劣化させたときの色味変化を確認したい。
●自動車窓ガラス用フィルムがどの程度の耐候性があるか、確認したい。
●紫外線を吸収する塗料を開発した。どの程度の耐候性があるか知りたい。
●ラミネートされたラベルが屋内で１０年以上、変色無く使用できるかを確認したい。
●屋外使用の金属製品の一部にプラスチックが使用されているが、耐候性は大丈夫
か確認したい。

●屋根材の耐候性を調べたい。
●材料に混合させたUV吸収剤の効果を確認したい。

 試験方法（手順）
　耐候性（屋外条件下でどれだけ製品や材料が耐えることができるか）を調べる方法としては、製品を屋外に暴露する方法と、擬似太陽光源（ランプ）
を使用した屋内加速試験の方法があります。

 試験結果の一例
　ポリカーボネート（PC)は、熱可塑性プラスチックの一種で、透明性が高く、耐衝
撃性や耐熱性に優れた材料のため、CD・DVD、家電製品、光ファイバー、旅客機・
鉄道車両の窓、医療器械、めがね、屋根、筆記用具など様々な屋内外の生活製品
の材料として利用されています。このように多くの製品に利用されているPC板の
耐候性を超促進性試験機にて80時間、150mW/cm2（屋外暴露試験の１～２年
相当）の条件で試験を実施し、表面の着色について観察しました。

お問い合わせ先

京都府中小企業技術センター 基盤技術課 材料・機能評価担当　TEL：075-315-8633　FAX：075-315-9497  E-mail：kiban@mtc.pref.kyoto.lg.jp

紫外線照射による黄色い着
色が観測されました。着色は
劣化現象の一つであり、表面
の耐久性も低下している可
能性が考えられます。

試験前 試験後

80時間照射

1～20年以上の暴露試
験が必要。
実用的ではない。
製品開発には不向き。

太陽光より紫外線エネルギーが3倍～30
倍以上あり、100時間～1000時間の照射
で屋外暴露試験の1年分と同程度の照射
光量の試験が行える。温湿度調整も可能。

試験の目的に添う条件を設定：
・材料による機器選択（照射する波長によっては、劣化速度が遅くなる）
・照射光量、時間の選定（想定する耐久年数により変化）
・温度、湿度の選択（製品の使用環境）
・サイクル試験の選択（シャワー（雨）を含めた条件から選定）

試験後の検査：
外観（色差、光沢、クラック等）、強度試験、試料厚み、熱分析、表面検査 等

［屋外暴露試験］ ［屋内加速試験］
〈耐候性評価システム〉

超促進タイプ 促進タイプ

耐候性評価法

試験実施

メーカ、型式／岩崎電気株式会社、SUV－W161
仕　様／・ 光源 ： メタルハライドランプ

・ 最大放射照度 ： 1500W/平方メートル
・ 照射時温度 ： 50～85℃
・ 照射時湿度 ： 40～70％RH
・ 強照射試料数 ： 7片

使用料／機器貸付1時間 1,500円
依頼試験1時間 1,800円

メーカ、型式／岩崎電気株式会社、WER－W75
仕　様／・ 光源 ： キセノンランプ

・ 最大放射照度 ： 200W/平方メートル
・ 照射時温度 ： 45～95℃
・ 照射時湿度 ： 40～80％RH
・ 強照射試料数 ： 54片

使用料／機器貸付1時間 1,600円
依頼試験1時間 1,900円

〈当センターの耐候性評価システム〉
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